
I.　は じ め に

　藤沼ダム（福島県須賀川市）は，2011 年東北地方
太平洋沖地震（3月 11日 14時 46分）によって決壊
した。本ダムによる藤沼湖は農業用貯水池（灌漑面積
837 ha）であり，本堤（堤高 18.5 m，頂長 133.2�
m）と副堤（堤高 10.5 m，頂長 72.5 mの土堰堤）
からなるアースフィルダム1）である。本堤の決壊およ
び副堤の大規模崩壊とその原因は，「福島県農業用ダ
ム・ため池耐震性検証委員会」1）,2）,3）によって明らか
にされている。これを受けて，福島県による藤沼ダム
の復旧では，「再度災害の防止」を実現するために築
堤にかかわる技術的な課題を検討し，施工管理と安全
性照査方法を見直して強化復旧を実施した。
　本報では，本堤と副堤の復旧で実施した新たな施工
管理法と新たな数値安定解析による高耐震化の状況を
紹介し，崩壊した旧本堤と旧副堤よりも遥

はる

かに高い安
全性を確保したことを報告する。

II.　堤体の築造と耐震性評価の課題と対応

　近代的な設計施工技術が確立される以前の堤体で
は，崩壊した旧藤沼ダムのように，堤体構造，堤体材
料の選定と堤体の締固め，耐震性評価などが不十分で
あるため，強地震動に対する安定性が不十分となる場
合が少なくない。これに対応するには，締固め度の管
理基準値（全測定値の許容下限値）を適切に規定し，
許容下限値プラス 5％程度の平均値を実現する施工が
必要となる。図-1に，再建された新本堤と被災した
旧本堤の締固め状態を示す。後述する新しい締固め管
理法によって施工された新本堤での標準プロクター基
準による締固めエネルギー（1Ec）での締固め度
［Dc］1Ec の平均値は，管理値 95％に対してほぼ 100％
に達しており，旧本堤と比較すると非常に高い。

　また，従来の堤体の安全性の評価手法は，0.15 程
度の水平震度を用いた極限釣り合い法による全体すべ
り安全率の解析が主流である。今回は，地震動の時刻
歴を用いて最大加速度，周波数特性，継続時間等の要
因を考慮し非排水繰返し載荷による堤体の強度低下を
評価して残留変形を解析し，新堤の安定性を確認した。

III.　新堤の設計・施工

　新本堤と新副堤は，被災した旧本堤と旧副堤を撤去
して構築したが，「再度災害」の完全な回避を前提と
して，2011 年東北地方太平洋沖地震と同じレベルの
地震動を受けても十分な健全性を維持できることを要
求性能とした。このため，新本堤と新副堤の設計・施
工では，崩壊原因となった土質，堤体構造と締固め法
の技術的な課題を以下のように見直した。

1.　新本堤と新副堤の土質と堤体構造
　①�　盛立材料：図-2に示すように機能別にゾーニ
ングして，それぞれに適切な材料を選定した。遮
水性ゾーンには，火山灰質粘性土に礫質土を混合
した。遮水性の確保と同時に高い締固め度が得ら
れて過大な残留沈下を生じない材料となるよう
に，粒度特性を規定した。

　②�　図-2に示すように，浸透水を速やかに堤外へ
排水できる断面構成とした。遮水性ゾーン底幅は，
貯水深に対して 100％確保して確実に遮水できる
ようにした。新本堤では，基礎地盤はN値 30以
上の基盤とし，旧本堤よりも基礎を深い位置に設
定した。

2.　堤体の締固め管理の新しい枠組み
　新本堤と新副堤の築堤では，通常の重機を用いたが，
施工管理では，遮水性ゾーンの材料は透水係数が十分
に低く，また貯水による浸水飽和時の過大な沈下・変
形を防ぎ地震時に高い強度を発揮し地震荷重による低
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下を確実に防ぐために，堤体の締固め度と含水比を適
切に規定するとともに新たに飽和度の許容範囲を規定
した。表-1は新本堤と新副堤のコア部の要求物性値
である。近年のフィルダムの管理基準に倣って，締固
め度［Dc］1Ec の管理基準値を従来の 90％から 95％に
引き上げた。また，新たに「施工目標値」［Dc］1Ec＝
100％を設定した。これは，従来の管理基準値だけの
規定では，本来締固め度の全測定値に対する許容下限
値である管理基準値を施工時の目標値と置き換えられ
る懸念があり，また，締固め土の性能と品質を確保す
るためには目標値の設定が有効だからである2）。

3.　盛土の品質管理と連関した締固め管理
　堤体の締固め管理では締固め度［Dc］1Ec と含水比w
を管理するため，選定した場所で乾燥密度ρdと含水
比wを測定し，盛土材の代表試料を用いた室内締固
試験で得られる最大乾燥密度（ρd）max と最適含水比
wopt を基準として管理する。図-3は，新本堤の遮水
材の定期管理（19回）で得られた締固め曲線と日常
管理で得られた現場締固め状態の全データを重ねた結
果である3）。盛土材の粒度分布は管理したが全工程で
は不可避的に変動した。このため，図-3に示すように，
定期管理試験で得られた代表試料の締固め曲線（1Ec）
は変動した。さらに，それぞれの箇所での現場締固め
曲線も変動したため，代表試料の締固め曲線と現場締
固め状態との関係は変動した。現場の締固めエネル
ギーレベル（CEL）を管理しない場合では，CELの
変動によるばらつきが重畳される。これらのため，現
場での締固め度と含水比の状態と締固め土の強度，透
水係数等の物性の的確な評価と適切な管理ができなく
なる。この課題は，以下で説明するように，現場
CELと締固め土の飽和度Srを管理することによって
解決した5）,6）。
　まず，最大乾燥密度が得られる飽和度（最適飽和度
（Sr）opt）は，CELと土質の変化が一定の範囲内ならば
おおむね一定である。また，図-4は図-3に示す 1Ec
での締固め曲線を締固め度［Dc］1Ec＝ρd/［（ρd）max］1Ec
と Sr-（Sr）opt の関係に正規化してプロットし直したも
のであり，おおむね一定である。最適飽和度と正規化
締固め曲線は，シルトから礫までの広範な材料の異な
るCELでのデータでも，おおむね一定であることが
分かっている5）,6）。したがって，現場CELを 1Ecに
管理した現場では，土質が不可避的に変化しても，現
場Sr の値をこの正規化締固め曲線に代入することに
よって現場［Dc］1Ec を推定できる。すなわち，現場
CELを 1Ecに管理した上で現場Srを管理することで
現場［Dc］1Ec を管理できる。
　また，飽和後の透水係数，強度・変形特性と湿潤化

新本堤（ランダム材，シリーズ A）
［Dc］1Ec＝99.6％（平均）

新本堤（コア材，シリーズ B）
［Dc］1Ec＝99.2％ （平均）

2.0

1.6

1.2

0.8
0 20 30 60 80 100

含水比 w （％）

乾
燥
密
度
ρ
d（

g
／c

m
3 ）

旧本堤
下部盛土

86 ％
中部盛土

82 ％

上部盛土：
88％

実線は 1Ecによる
締固め曲線

注）文献 4）から転載，一部修正

図-1　旧本堤と新本堤の締固め特性と締固め度［Dc］1Ec
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図-2　新本堤（中心遮水型アースフィルダム）
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図-3　�新本堤の遮水ゾーンでの 19 回の定期管理による 1Ec
での締固め曲線と現場締固め状態の全データ3）

表-1　旧本堤の物性と新本堤・新副堤に要求する規定値

旧本堤
上部盛土

新本堤・新副堤の
コアゾーン

粒度組成 礫分
細粒分

6.1%
15.2%

20%以上
25%以上

現場透水係数 4.16×10－4 cm/s 1×10－5 cm/s 以下

締固め度（1Ec） 87.9％ 許容最低値 95％
施工目標値 100％

飽和度 Sr 65.5％ （Sr）opt＊－5%～（Sr）opt＊＋5%
（施工目標値：（Sr）opt）

＊（Sr）opt：それぞれのCELと土質で最大乾燥密度が得られる飽和度
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図-4　正規化締固め曲線（新堤体の遮水ゾーンでの例）3）
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によるコラップス等は，［Dc］1Ec と締固め時のSrと強
い関係がある6）。以上を踏まえて，新本堤と新副堤の
締固めは以下の盛土の要求性能を実現する性能施工で
あるとして，目標締固め度は［Dc］1Ec＝100％とした
上で目標飽和度を最適飽和度（Sr）opt とした。①十分
大きな強度・剛性，②十分小さな水浸沈下，③十分小
さな水浸時強度・剛性低下，④十分小さな飽和化後の
透水係数，である。このため，盛土材の土質とwを
適切に調整した上で施工時のCELを 1Ec以上に維持
して，締固め目標（［Dc］1Ec＝100％，Sr＝（Sr）opt）で
の締固めを目指して，締め固めた盛土のw，［Dc］1Ec
と Sr の値に対して 5つの管理境界を導入した（表
-2）3）,5）。［Dc］1Ec の許容下限値は 95％であり，崩壊し
た旧本堤と旧副堤の実測値よりも遥かに高い。Sr の
許容下限値の導入によって，第一に強度低下・コラッ
プス沈下を従来の管理方法よりも確実に回避できる。
第二に，wの許容下限値を従来の管理法よりも低く設
定できて，従来よりも低いwかつ高いCELでの施工
によってより高い［Dc］1Ec で Sr ≈（Sr）opt の状態を無理
なく実現でき，必要な強度・剛性と十分低い透水係数
を保証できるようになる。これは，現場では 1Ecを
超えるCELを無理なく実現できるので，実際的な利
点となる。さらに，Sr の許容上限値とwの従来より
も低い許容上限値の導入によって，高飽和で低乾燥密
度状態での土の低強度，および過転圧とそれに伴う土
の強度低下を回避できる。図-5に，図-3に示す定期
管理試験で得たすべての締固め曲線（1Ec）から平均
締固め曲線Ｎを得て，曲線Ｎを基準とした管理境界線
（表-2）とそれらで構成された管理許容領域（ハッチ
の領域）を示す。この管理領域は，図-5に領域Ｃで
示す旧ため池整備指針8）による管理領域と比較する
と，低含水比，高乾燥密度であり飽和度の許容下限値
はかなり大きくなっている。

IV.　現場の締固め状態の総括と評価

　図-3では，締固め曲線と現場締固め状態のばらつ
きのために，現場全体の締固め状態の把握が難しい。
図-6に，現場締固め状態Ａ（対応する締固め曲線はａ）
を共通の平均締固め曲線Ｎに対して再プロットする過
程を示す。図-6を参照して，以下の手順で，ばらつ
きのある現場締固め状態のデータ全体を共通の締固め
曲線を基準とした等価なデータ群に変換した3）。
　①�　共通の締固め曲線とした平均締固め曲線Ｎと対
応する［（ρd）max］1Ec，［wopt］1Ec，（Sr）opt の平均値
を得る。

　②�　それぞれの現場締固め状態の点Ａを，締固め度
［Dc］1Ec＝（ρd）N/［（ρd）max］1Ec.Nを点Ａでの値（ρd）A/

（対応する室内締固め試験による［（ρd）max］1Ec.A）
に維持しSr の値は状態Ａでの値に維持して，平
均締固め曲線Ｎに対して点ANに再プロットする。

　図-5に，平均締固め曲線Ｎとそれを基準にした締
固め目標Ｔ，管理境界線，管理許容領域，および現場
締固め状態AN（○印）を示す。すべての締固め状態
が許容領域内で全体としての締固め状態は良好であ
り，目標とした高品質な盛土が実現できたと評価でき
る3）。特に，すべてのデータのSrは狭い範囲内にあり，
現場のCELは 1Ec以上に維持されていたので，図-4
に示す正規化締固め曲線に従えば，現場の［Dc］1Ec は
土質のばらつきにかかわらず非常に高い値が実現され
たことを示している。
　図-5において，シリーズＡ（○印）のデータは現
場で測定された締め固めた（ρd，w）状態であり，
通常の管理で行われる 3,000 m3 ごとの盛土材の代表
試料の室内締固め試験による締固め曲線（平均曲線は
図中のＮ）に対してプロットしてある。しかし，測定
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図-5　�新本堤の遮水ゾーンの締固め曲線のばらつきを除去
した全定期管理試験（剪頭粒度試験試料）のまとめ

表-2　締固めにおける 5つの管理境界3）

管理境界

土構造物の要求性能の実現に必要な
物理特性

高い強度
・剛性
確保

水浸時の
強度低下
・沈下抑制

遮水性
確保

過転圧
防止

締固め前
の盛土材
の

管理境界

含水比
w

下限：
WL ○ ● ○

上限：
WU ●

締め固め
た盛土の
管理境界

締固
め度

下限：
DL ○ ○

飽和度
Sr

下限：
SL ● ●

上限：
SU ○ ●

●：その要求性能の確保に非常に重要な境界
○：その要求性能の確保に重要な境界
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された現場締固め状態は全体的に締固め目標Ｔから右
下にずれており，これは現場試料が室内試験用の代表
試料よりも系統的に細粒分が多かったためと推定され
た。そこで，現場締固め状態を測定した複数地点で現
場盛土材の試料を採取して，室内締固め試験（1Ec）
を行って締固め曲線を得た。この締固め曲線に対する
現場締固め状態を図-6に示す方法で平均締固め曲線
Ｎに対してプロットしたのが図-5に示すシリーズＢ
（△印）のデータである。この結果の平均状態は締固
め目標点Ｔに非常に近く，目標締固め状態がほぼ実現
されている。図-1に，新本堤のランダム材でのシリー
ズＡによる平均締固め曲線と現場平均締固め状態，お
よびコア材でのシリーズＢによる平均締固め曲線と現
場平均締固め状態を示す。ランダム材とコア材の締固
め状態は，被災した旧本堤よりも遥かに良いことが分
かる。

V.　耐震性評価のための土質試験と安定解析

　飽和土の非排水せん断強度は，非排水で繰返し載荷
を受けると低下するが，その傾向は土質と締固め度に
よって大きく異なる5）,6）,9）。そこで，以下に示す新た
な枠組みで，この要因を室内実験で評価し，その結果
を導入して盛土の残留変位・変形解析を行った。

1.　非排水繰返し載荷による非排水強度の低下
　地震動による飽和非排水繰返し載荷で生じるひずみ
（εD）の時刻歴を累積損傷度理論10）,11）によって算出
し，εDによる非排水せん断強度の低下を評価するた
めに，以下の一連の三軸圧縮試験を行った12）。
　①　非排水単調載荷試験（JGS 0523）
　②�　非排水繰返し載荷でさまざまな損傷ひずみを生
じさせた後に，非排水単調載荷試験（JGS 05�
41，JGS 0523）

　図-7に被災した旧本堤の上部盛土（緩詰め）と新
本堤のコア材（密詰め）での実験例13）を示す。新本
堤での非排水せん断強度の初期値τcu0 は旧本堤より
も遥かに大きい。また，非排水せん断強度は非排水繰
返し載荷で生じたひずみεDが大きいほど低下する
が，低下率は緩詰めの方が大きい。密詰めでは，τcu0
が高い上に非排水繰返し載荷でεDが生じにくく液体
状には至らず，その後の単調載荷では高い残留強度τcuD
を維持している14）。図-8ａに，被災した旧本堤の上部，
中部盛土の試料を現場推定締固め度で締め固めて求め
た疲労曲線（繰返し応力振幅比と繰返し載荷回数の関
係）を示す。図-8ｂに，強度低下特性（せん断強度
残存率と両振幅ひずみεDの関係）を示す12）。τcu0 は
試験①で求めた初期非排水せん断強度であり，τcuD

は同一の拘束圧でのそれぞれのεDが生じた後の単調

載荷試験②で得られた非排水せん断強度である。締固
め度が低い砂質土（上部盛土）は，τcu0 が低い上に
繰返し載荷強度SRが低いためにεDが容易に大きく
なり，さらに非排水繰返し載荷による強度低下率が大
きいため，τcuD は非常に小さい値に低下してゆく12）。
　図-8ａ，ｂに示すように，新本堤のランダム材と
コア材は旧本堤の上部・中部盛土と比べると，①非排
水繰返し載荷に対する抵抗力は大きくなり，②同じ
εDでの強度低下率は半分程度になっている。このよ
うに，非排水せん断挙動には，土質の影響に加えて締
固めの影響が大きく，新本堤と新副堤の耐震性の向上
には適切な締固めが必要であることを示している。

2.　安定解析方法
　新本堤は被災した旧本堤が受けた地震動に対しても
安定であり主要な修復が必要となる変形が生じないこ
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図-6　実測締固め状態から等価な締固め状態への変換方法3）
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図-7　�三軸実験による飽和盛土材の非排水せん断強度の非
排水繰返し載荷による低下の例（ａ：旧本堤上部盛土
試料（緩詰め），ｂ：新本堤コア試料（密詰め））13）
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とを，旧本堤のすべり崩壊を説明できる解析法によっ
て確認した。すなわち，①地震応答解析，②
Newmark-D法による地震時の堤体の強度低下を考
慮した残留すべり解析7）,8）,12），③準静的FEM解析に
よる剛体すべり以外の残留変形解析を行った14）。解析
②では，盛土が地震動による非排水繰返し載荷を受け
た時の損傷ひずみεDを図-8ａの疲労曲線から求め，
εDによる土が発揮できる強度の低下量を，図-8ｂ
の両振幅ひずみεD-非排水せん断強度の関係から算
定することによって非排水せん断強度の時刻歴を得て
いる。各試行すべり面の各点でのこの時刻歴を算定し，
地震荷重の時刻歴によるすべり変位量を計算している。
　図-9に，新本堤での解析結果を示す。いずれの臨
界すべり面でも，降伏震度 khy（安全率Fsが 1.0にな
る時のすべり土塊に作用する水平震度）の初期値と低
下後の値は，作用水平震度 kh（＝斜面外側に向かう
平均水平加速度の最大値 /g）よりも遥かに高い値を
維持しており，すべりは全く生じないことが確認でき
た。また，剛体すべり以外の残留変形量も非常に小さ
いことを確認している12）,13）,14）。これらより，新本堤
の耐震性能は非常に高いと判断できた。
　図-10は，Newmark-D法で求めた結果であり，
被災した旧本堤の盛土上部の臨界すべり面と新本堤の
上部での臨界すべり面C1，C3に沿った非排水せん断
強度（初期と地震後），および排水せん断強度（初期
と地震時直応力最小時）の平均値の比較である。右端
のデータ群は参考値であり，新本堤で［Dc］1Ec が仮に
103.4％の時の解析値である。締固めが非常に悪い旧
本堤の上部盛土では，地震時に発揮される非排水せん
断強度は元々低い初期値から著しく低下して，崩壊に
至ったことがわかる。締固めが適切な新本堤では，非
排水せん断強度は非排水繰返し載荷で低下しても排水
強度より遥かに高い値を保っている。これらの結果は，
地震時の高い安全性には適切な締固めが必須であるこ
とを端的に示している。
　以上で示した残留すべり・変形解析法は，排水せん
断強度に基づき安全率を求める従来の方法と比較し
て，以下の点で優れていることが分かる13）。①締固め
が悪い盛土に対しては，危険性を過小評価しない。②
良く締め固めた盛土に対しては，安定性を過小評価せ
ず現実的な耐震対策の有効性を確認できる。

VI.　ま と め

　藤沼ダムの本堤は，再構築によって堤高は 18.5 m
から 31.4 mに，堤体積は 99万m3から 230万m3に
大規模化された。強地震動に対しても健全性を維持で
きるという要求性能を保証するために，適切な堤体構

造の採用と適切な盛土材の選択に加えて，合理的な盛
土締固め管理を行うことによって確実に高品質な盛土
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図-9　�新本堤の Nemark-D 法と非線形 FEMによる地震時
残留変形解析
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を実現できた。すなわち，堤体土に対する従来の締固
め度と含水比の管理値の改善に加えて「最適飽和度」
を目標値とする飽和度管理を実施することによって，
効果的に盛土の品質を管理できた。新本堤の高い安全
性は，地震時の非排水せん断強度に対する繰返し載荷
履歴の影響を適切に導入したNewmark-D法による
安定解析を行うことで確認された。
　藤沼ダム新本堤を写真-1に示す。湛水試験でも堤
体の変形，間隙水圧の挙動や漏水などに異常はなく安
全性が確認された。また，満水状態で震度6の福島県
沖地震（2021年 2月 13日）を受けたが特段の変状は
なく安全性が確保され，現在，正常に機能している。
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写真-1　完成した藤沼ダム本堤（2017 年 11 月 21 日）
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